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1. 研究背景および目的 

 流域治水の取組みとして，ため池の事前

放流による雨水貯留対策が期待されている．

事前放流によってもたらされる洪水軽減効

果の推定法やその効果が大きいため池の選

定手法（以下，これらを「簡易推定法」とい

う）は田中丸ら 1)によって確立されている．

簡易推定法は，流出解析を実施せずに，た

め池の諸元のみで事前放流によるため池か

らのピーク流出の低減効果が上位 10%以内

に相当するため池を抽出できる手法である．

多数存在する全てのため池での取組み実施

は，経済的，労力的コスト面で現実的では

ないことから，取組み導入の優先順位付け

の意義は大きい．一方，本手法は，兵庫県

播磨地区への適用結果から，ため池単独レ

ベルで汎用性や妥当性が確認されているも

のの，抽出されたため池群の総体としてど

の程度の河川流量低減に寄与するかは評価

できない． 
 本研究では，簡易推定法で抽出された「効

果の見込めるため池」のみで事前放流を実

施した場合の河川ピーク流量低減率を流域

スケールのシミュレーションモデルで評価

した． 
2. 研究対象地 

 ため池数が多く（約 600 面），事前放流に

より大きな洪水軽減効果が期待できる河川

流域として兵庫県播磨地区の加古川水系万

願寺川流域を対象とした．解析対象流域面

積は，14,405 ha であり，水田 27%，畑地 2%，

ため池 4%，山林 47%，市街地他 20%で構成

されている．流域面積に占めるため池集水

域面積割合は 37%で，そのうち 68%が山林

である．本研究では，兵庫県土地改良事業

団体連合会が管理する「ため池データベー

ス」に計算で必要なため池諸元（満水面積，

総貯水量，堤高など）が整理・掲載されて

いる 468 箇所のため池を対象とした． 
3. 研究方法 

 本研究では，まず，簡易推定法を万願寺

川流域に適用し，事前放流による洪水軽減

効果が上位 10%に相当するため池を抽出し

た．ここでパラメータには，各ため池の①

集水域面積と②事前放流で確保する空き容

量および③10 年確率 24 時間雨量が必要と

なる．集水域面積はため池データベースか

ら把握し，空き容量は先行研究 1)より，すべ

てのため池で一律 30%とした．また，近傍

アメダス観測所「西脇」の観測値を用いた

10年確率 24時間雨量（167.3 mm/24h）を外

力とし，降雨波形は，中央山型（ピーク位

置 0.5）とした． 
 次に，簡易推定法で抽出されたため池の

みで事前放流を実施した場合の河川ピーク

流量低減効果を，流域全体を対象とした数

値シミュレーションモデル（以下，「流域モ

デル」という）で評価した．流域モデルに

は，再現性が検証されている内水氾濫解析

モデル 2)を使用した．本モデルは，複数のた

め池が直列的に配置された「重ね池」の流

入出機構も考慮されている．解析シナリオ

は，①全ため池が満水状態，②全ため池で

空き容量 30%，③簡易推定法で抽出された

ため池のみで空き容量 30%とする 3 シナリ

オとした．これらの結果から万願寺川最下

 

 

*新潟大学大学院自然科学研究科 Graduate School of Science and Technology, Niigata University 
**新潟大学自然科学系 Institute of Science and Technology, Niigata University 
***株式会社ナルサワコンサルタント Narusawa Consultant Co., Ltd. 
****神戸大学農学研究科 Graduate School of Agriculture, Kobe University 
キーワード：流域治水，ため池事前放流，内水氾濫解析モデル，河川ピーク流量低減率 

[9-5] 2024年度（第73回）農業農村工学会大会講演会講演要旨集

－ 567 －



流端でのピーク流量低減率を求めた． 
4. 簡易推定法によるため池の抽出 

 図 1 に簡易推定法による各ため池の集水

域面積とピーク低減率の関係を示す．図中

の包絡線は簡易推定法で求めた洪水軽減効

果が上位 10%に相当するため池を抽出する

曲線であり，曲線の右側上方にプロットさ

れたため池が上位 10%に相当する．本流域

では 60 箇所（全ため池数の 12.8%）が抽出

された． 
5. 河川ピーク流量の低減効果 

 流域モデルによるシミュレーションの結

果，すべてのため池の空き容量を 30%とし

た場合の河川流量ピーク低減率は 13.2%で

あり，簡易推定法で抽出した 60 箇所のため

池のみ空き容量を設けた場合の低減率は

6.4%であった．簡易推定法で抽出したため

池で事前放流を実施することで，全ため池

で実施する場合（最大ポテンシャル）の約

50%の効果が得られることが示された．ま

た，10年確率雨量より規模の大きい 200年
確率 24時間雨量（257.9 mm/24h）を外力と

した場合も同様の結果となった． 
 流域モデルに基づき，ピーク低減量が上

位 10%以内，20%以内，30%以内，50%以内，

75%以内のため池を抽出し，段階的に事前

放流を実施するため池数を増やして検証し

た結果を図 2 に示す．上位 10%のため池の

みで，最大低減率の約 50%の効果が得られ，

実施ため池数を増やすことで低減率は増加

し最大低減率へ漸近するが，その増加幅は

徐々に小さくなることが示された． 
6. まとめ 

 ため池事前放流の効果的な実施を目的に，

洪水吐への切り欠きや放流管の設置が推進

されているが，流域内すべてのため池での

整備は現実的ではなく，取組み効果が大き

いため池に対して実施すべきである．本研

究では，流域モデルを用いて洪水軽減効果

が特に大きい全体の約 10%のため池のみで

事前放流を行うことにより，全ため池で実

施した場合に得られる河川ピーク流量低減

率の 50%の効果が期待できることを明らか

にした．この結果からも，先行研究で提案

されている簡易推定法は整備の順位を決め

る上で有効な手法であることが示された． 

 ただし，流域モデルで上位 10%を抽出す

ると，一部，簡易推定法の抽出結果と異な

ることが明らかとなった．簡易推定法によ

る「見逃し」があり，そのほとんどが重ね

池であった．簡易推定法では重ね池を扱っ

ていないことが原因である．また，重ね池

では上流や中流に位置するため池の洪水軽

減効果がその下流のため池へ波及し，下流

側のため池が大きなピーク低減効果をもつ

ように見えるケースがある．重ね池におい

ては，事前放流の有無による流出量の単純

比較で洪水軽減効果を評価すべきではない

が，その評価方法は現在検討中である． 
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図 1 簡易推定法により抽出された効果の見込

めるため池（包絡線の右側上方） 

 
図 2   事前放流実施ため池の割合と河川流量ピ

ーク低減率の関係 
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